
３．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：百万円）

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 2¶864 2¶864 `

]医業未収金 857 857 `

^長期借入金 （647） （675） （�28）
_買掛金 （188） （188） （`）
`未払金 （1¶622） （1¶622） （`）

Ù．重要な債務負担行為
１．当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは、下記のと
おりです。

（単位：円）

契 約 内 容 契 約 金 額 翌事業年度以降の支払金額

バイオバンク棟新築整備その他工事 290¶868¶900 180¶868¶900
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９．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

10．金融商品の状況に関する事項
当センターは、資金調達については財政融資資金からの借入によっております。
また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク
低減を図っております。
なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、
資金調達を行っております。

Ó．貸借対照表
１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金に係る退職給付引当金の見積額 1¶423¶776¶516円
２．高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成20年法律第93号）附則第
８条第７項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 646¶790¶184円

２．職員アパート４棟借り上げのため、最低月額賃料の概ね89～90％相当額を業者に補償しており
ます。 1¶464¶793¶200円（当該年度末の極度額）
ただし、平成25年６月１日現在において、最低月額賃料を上回っているところから、業者への
補償は発生しておりません。

Ú．重要な後発事象
該当事項はありません。

Ö．行政サービス実施コスト計算書
国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見込額は1¶532¶728円であります。

×．固定資産の減損関係
減損を認識した固定資産
\ 固定資産の用途、種類、場所等の概要

用 途 実験動物施設棟
種 類 建物
場 所 愛知県大府市森岡町源吾35

帳簿価格 実験動物施設棟 110¶045¶955円
] 減損の認識に至った経緯
当期に取り壊しを行うために、平成25年１月以降使用しないという決定を行っており同月以
降使用せず、当期内に除却しております。

^ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳
損益計算書に計上した金額：該当なし
損益計算書に計上していない金額：
実験動物施設棟にかかる損益外減損損失相当額 110¶045¶954円

_ 回収可能サービス価額
売却見込みがないため、使用価値相当額により測定しております。使用価値相当額は、使用
しないという決定を行っているため備忘価格としております。

Ø．オペレーティング・リース取引
１．貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 61¶927¶684円
２．貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 12¶240¶538円

（注１） 負債に計上されているものは（ ）で示しております。
（注２） 金融商品の時価の算定方法に関する事項

\ 現金及び預金、] 医業未収金
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

^ 長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定する方法によっております。

_ 買掛金、` 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳簿価額によっ
ております。

Ô．損益計算書
国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳
{ 研究収益 5¶800¶000円
| 研修収益 12¶600¶000円
} その他経常収益 25¶200円

G G G G G G G G

合計 18¶425¶200円
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Õ．キャッシュ・フロー計算書
１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2¶863¶937¶407円

現金及び預金勘定のうち定期預金 500¶000¶000円

G G G G G G G G

資金期末残高 2¶363¶937¶407円
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２．重要な非資金取引
{ ファイナンス・リースによる資産の取得 381¶150¶000円
| 無償譲与による資産の取得 7¶356¶000円
３．承継資産の回収による収入

承継資産の回収による収入は、国から承継した医業未収金、破産更生債権等に係る収入であ
ります。
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